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普天間飛行場の危険性除去について

～沖縄からグアムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去～

宜野湾市長 伊波 洋一

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

◆普天間飛行場の成り立ち



3

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

◆普天間飛行場の成り立ち
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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実際の米軍機
飛行ルート

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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２００４年８月１３日
沖縄国際大学への米軍CH-53D型ヘリ墜落事故発生

2004年8月13日
沖縄国際大学への米軍CH-53Dヘリ墜落事故は
宜野湾市民にとって基地が隣接するが故の危険性
を証明することになり、普天間飛行場の運用の停止
・早期の返還を求めている

１．

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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市に寄せられた基地被害110番の声
[ 例 ]

■ヘリコプターが5分おきに自宅を通過する
■夜中の1:30ですが、米軍機がうるさい。
■子どもがミルクも飲まないし、寝付かない。
■また墜落するのではないかと思った。

普天間飛行場から派生する市民生活への被害実態２．

宜野湾市住宅地上空を旋回するCH-46ヘリ 普天間第二小学校上空を飛行する米軍機

年度別　基地騒音等に対する市民苦情　集計グラフ
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課



10

市街地に隣接する普天間飛行場での米軍機訓練の増加３．

住宅地上空を飛行するF18戦闘機 住宅地域を低空で着陸する
KC-130空中給油機

病院上空も飛行するCH-46ヘリ

住宅地上空を6機編隊飛行するするCH-46ヘリ

１９９７年－２００７年度別　航空機騒音発生回数　集計グラフ
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沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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Clear Zone

Clear Zone

MCAS FUTENMA MASTER PLAN JUNE 1992
普天間飛行場のクリアゾーンは、滑走路中心線の両側と、滑走路両端から伸びる
部分に設定されており、障害物を排除し離発着の際の安全を確保するためのエリアで
ある

宜野湾市の調査で明らかになった普天間飛行場クリアゾーン
～住民地域を最も危険なクリアゾーンに設定～

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

４．
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クリアゾーン内には
公共施設・保育所・病院が18箇所、
住宅 約800戸
約３，６００人余の住民が居住している

隠されていた
クリアゾーン設定

隠されていた
クリアゾーン設定

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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国内航空法の適用されない普天間飛行場の危険性５．

普天間飛行場南側「 民間鉄塔」 写真

普天間飛行場南側「 民間鉄塔」 位置図

普天間飛行場南側「民間鉄塔」は、普天間飛行場（着陸帯）から約６６０ｍ、
高さ約３７ｍに位置し、航空法に規定される制限表面の上に出る高さの建造物に
該当する。

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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普天間飛行場では米本国で決して許されない運用が今日も
行われています

２０１４年の完成が目標とされる県内移設によらない
グァムを含む海外分散移転による一日も早い返還を求める

普天間飛行場問題の解決に向けて

8. July,  2008
CH-46E Helicopters fly over our city

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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～沖縄からグアムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去～

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

宜野湾市長 伊波 洋一

「沖縄からグァムへの海兵隊移転について」
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。

普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。

普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

「再編実施のための日米のロードマップ」（２００６年５月１日）

「グァム統合軍事開発計画」（２００６年７月）

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

「沖縄本島中部市町村長 グァム基地視察」（２００７年７月）

国防総省グアム軍事計画報告書（２００８年９月１５日）

米国海兵隊の軍事態勢（２００９年６月）
～米国海兵隊司令官ジェイムズ・コンウェイ大将 委員会証言～

「日米同盟：未来のための変革と再編」（２００５年１０月２９日 ）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

●第3海兵機動展開部隊（IIIMEF）司令部はグアム及び他の場所に移転

●残りの在沖縄海兵隊部隊は再編されて海兵機動展開旅団（MEB）に縮小

●約7000名の海兵隊将校及び兵員、並びにその家族の沖縄外への移転

「日米同盟：未来のための変革と再編」（２００５年１０月２９日 ）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

●約8000名の第3海兵機動展開部隊の要員と、その家族約9000名は、部隊
の一体性を維持するような形で2014年までに沖縄からグアムに移転する。

●沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、航空、戦闘支援及び基地
支援能力といった海兵空地任務部隊の要素から構成される。

「再編実施のための日米のロードマップ」（２００６年５月１日）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

●海兵隊航空部隊と伴に移転してくる最大６７機の回転翼機と９機の
特別作戦機ＣＶ－２２航空機用格納庫の建設、ヘリコプターのランプ
スペースと離着陸用パッドの建設」の記述があり、すなわち
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊はグアムに移転するものである。

「グァム統合軍事開発計画」（２００６年７月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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グァム統合軍事開発計画概要①

(空軍基地)

(海軍基地)

(安全確保ライン)

アンダーセン

空軍基地

◆空軍イニシアティブ
・グローバルホーク
・タンカー（空中給油機）
・ローテーション配備戦闘機
・爆撃機

◆ノースランプエリア
・海兵航空戦闘部隊（ＡＣＥ）
・海軍ＨＳＣｰ25
・特殊作戦中隊

◆サウスランプエリア
・ＡＣＥ独身兵宿
・ＱＯＬ関連施設
・ターミナルの拡大

アンダーセンサウス訓練施設

バリガダ陸軍旅団司令部大隊施設

海軍病院

アンダーセン空軍基地

ノースウエストフィールド
・空軍簡易着陸訓練
・レッドホース
・海兵隊回転翼機遠隔着陸訓練

兵器基地

訓練施設

アプラ港

海軍基地

・前方展開艦船
・新支援船プラットフォーム
・原子力空母（暫定）

フィネガヤン
・大規模合同コミュニティー・大規模射撃場

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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グァム統合軍事開発計画概要②

（アンダーセン空軍基地開発計画）

空軍ファイタータウン
海兵航空戦闘部隊／多任務航空機

爆撃機

戦闘機

戦闘機
武器搭載

グローバルホーク

航空機搭載エリア拡大

消防署増設

ターミナル拡大

家族用住宅建設／インファル

海兵航空戦闘部隊
独身用兵舎

（凡例）

（国防総省所有地）

（安全確保ライン）

（滑走路地上エリア）

（環境懸念エリア）

（グァム統合軍事開発計画
イニシアティブ）

（国防総省以外の所有地）

（騒音コンター）

（アンダーセン空軍基地）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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グァム統合軍事開発計画概要③

（アプラ海軍基地開発計画）

（アプラ海軍基地）

LSD:ｼﾞｬｰﾏﾝﾀｳﾝ、ﾌｫｰﾄﾏｯｸﾍﾝﾘｰ
LHD:ｴｾｯｸｽ
LPD:ｼﾞｭﾉｰ海兵隊施設

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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グァム視察
アンダーセン空軍基地（ジョエル・ウエスタ大佐）

●海兵隊の航空戦闘機能として

海兵隊の場所を整えている。
海軍ヘリ、航空部隊、どんな

機能でも受け入れ可能である。

アンダーセン空軍基地

アンダーセン空軍基地

海兵隊航空戦闘機能受け入れ予定地

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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グァム視察
アンダーセン空軍基地（ジョエル・ウエスタ大佐）

副司令官

■海兵隊受け入れの場所はアンダーセンに全部入るか、どの部分が
来るのかの質問に対して・・・

「６５～７０機の海兵隊航空機が来ることになっているが機数については

動いていて確定していない。８，０００人という兵員数も動いている。
海兵隊航空戦闘部隊１，５００人が
アンダーセンには来る予定はあるが、
現在はそれぞれの軍で協議している
最中である。

アンダーセン空軍基地

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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２．「なぜ、司令部だけがグァムに行くとされてきたのか。」２．「なぜ、司令部だけがグァムに行くとされてきたのか。」

「再編実施のための日米のロードマップ」
（２００６年５月１日）

「グァム統合軍事開発計画」
（２００６年７月）

「日米同盟：未来のための変革と再編」
（２００５年１０月）

● 第３海兵機動展開部隊(ⅢMEF)司令部はグアム
及び他の場所に移転

● 残りの在沖縄海兵隊部隊は再編されて
海兵機動展開旅団(MEB)に縮小

● 約7000名の海兵隊将校及び兵員、並びにその
家族の沖縄外への移転

● 約8000名の第3海兵機動展開部隊の要員と、
その家族約9000名は、部隊の一体性を維持する
ような形で2014年までに沖縄からグアムに移転。

● 沖縄に残る米海兵隊の兵力は、司令部、陸上、
航空、戦闘支援及び基地支援能力といった海兵
空地任務部隊の要素から構成される。

● 日本政府による「正式な決定ではない」として
詳細は未定と押し通してきた。

● その結果、現在進行している「事実」は国会
議員にも関係者にも国民にも共有されていない。

「事実」については報道されず、検証もない。

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

● 沖縄からの海兵隊移転の詳細 が記述
● 海兵隊ヘリ部隊だけでなく、地上戦闘部隊や

迫撃砲部隊、補給部隊までグアムに行くことに
なっている。

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。

普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。

普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

「沖縄からグアム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価/
海外環境影響評価書ドラフト」によるとグアムのアンダーセン航空基地の
ノースランプ地区に海兵隊回転翼部隊としてＭＶ－２２オスプレイ２個
中隊２４機を含めＣＨ－５３Ｅ大型ヘリ４機、ＡＨ－１小型攻撃ヘリ４機、
ＵＨ－１Ｎ小型多目的ヘリ３機の合計３７機が配備される。
（※ちなみに現在の普天間基地にはヘリ３６機が駐留している。）

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

ＣＨ－５３Ｅ４

ＡＨ－１（攻撃）（コブラ）６

ＵＨ－１（多目的）（ヒューイ）３

ＭＶ－２２（輸送）（オスプレイ）１２一時配備：回転翼機

ＭＶ－２２（強襲輸送）（ＰＣＳ）１２常駐機：回転翼機（ヘリコプター）

種 類機 体 数要 素
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

Executive_Summary ●グァムへの海兵隊移転

予測不可能な状況がどこで発生しても柔軟で迅速な対応を可能にする場所に
基地設置を目指し、同時に海外の米軍基地を削減しようというものであった。
太平洋地域の米軍再配置と作戦上の再編に関するＱＤＲの勧告に基づき、
国防総省は沖縄の海兵隊の適切な移設先を

（１）条約や同盟上の要件
（２）紛争の可能性がある場所への配備時間
（３）活動の自由（規制のかからない基地使用）

の条件を満たす場所に求めた。

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

総合的地球規模のプレゼンス 基地設置戦略（ＩＧＰＢＳ） 4年ごとの基地見直し（ＱＤＲ）
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

同盟及び契約上の要件 対処（配備）時間 活動の自由

判断基準

移転候補地分析の概要



30

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

日米安全保障条約及び以後締結された日米合意は、米軍がアジア
・太平洋地域の紛争地域に迅速に対処するよう義務づけている。
この責務と矛盾しない形で、再編合意とロードマップのイニシア

ティブでは、8000人の海兵隊員とその家族9000人を沖縄からグアム
へ2014年までに移転させるよう求めている。

これらの海兵隊をグアムへ移転させることは、太平洋上の米国領土
で最前方の配備地へ海兵隊を置くことである。
グアムは海兵隊のプレゼンスを支援できる能力があり、沖縄と比較

しても、活動の自由を最大限得られ、配備にかかる時間の増加を
最小限に押さえることができる。

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

米軍再編合意とロードマップでは、日本政府は費用分担の枠組みに
合意し、海兵隊の沖縄からグアムへの移転に伴う施設建設費として
最大60億9000万ドルを負担することになっている。

この費用分担の合意は、日本の防衛と安全保障に対する米国の責務
を、（沖縄から移る）グアムの海兵隊が将来も支え続けるということ
に他ならない。

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

第２章 軍事活動計画案とその他の選択肢

２．１．１ 活動案概要：グアムの海兵隊基地設置

●約８，６００人の海兵隊員とその家族が沖縄からグアムへ移転する。

●以下の４つの軍事要素の移転が予定されている

第３海兵遠征軍（MEF）の司令部要素（予定隊員数：３０４６人）
第３海兵師団部隊の地上戦闘要素（GCE）（予定隊員数：１１００人）
第１海兵航空団と付随部隊の航空戦闘要素（ACE）（予定隊員数：１８５６人）
第３海兵兵站グループ（MLG）の兵站戦闘要素（LCE）（予定隊員数は２５５０人）

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

● 以下の部隊と大まかな隊員数が、大規模な一時配備の部隊として予定
されている。

歩兵大隊 （８００人）
迫撃砲兵隊（１５０人）
航空部隊 （２５０人）
その他 （８００人）

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。
沖縄海兵隊の主要な部隊が一体的にグァムへ移転する。
普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

●２．３．１．５ 航空訓練
グアムでの海兵隊航空訓練の要件は、２．３－３表の航空機と乗員数を

基に評価している。現在の計画では、計２５機の航空機と５０人の乗員が
グアムを本拠地とする(based)ことになる。

「沖縄からグァム及び北マリアナ・テニアンへの海兵隊移転の環境影響評価
／海外環境影響評価書ドラフト」（２００９年１１月）

３時間（通常燃料タンク）３６０８ＣＨ－５３Ｅ（４機）

３時間３５０１２ＡＨ－１（６機）

約２時間２２５６ＵＨ－１（３機）

４時間８７９２４ＭＶ－２２（１２機）

航続時間航続距離（ｎｍ）乗員数航空機の種類と機体数

２．３－３ 計画案で投入される航空機と乗員

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

論拠論拠 ５ グアム州政府から説明された資料に、移転を想定している海兵隊部隊と
して、３１st Marine Expeditionary Unit ・第３１海兵遠征部隊２，０００人
と記述されている。
よって、グァムに来る３７機の回転翼機には、３１MEUのヘリ部隊である
普天間基地の海兵航空ヘリ部隊が含まれると推察できる。

31st Marine Expeditionary Unit
（第31海兵遠征部隊）

2000 Marines
（海兵隊員２０００人）

USS Essex （ｴｾｯｸｽ）
USS Juneau（ｼﾞｭﾉｰ）
USS Germantown（ｼﾞｬｰﾏﾝﾀｳﾝ）
USS Fort McHenry（ﾌｫｰﾄﾏｯｸﾍﾝﾘｰ）
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

国防総省グアム軍事計画報告書に沖縄からグアムへ移転する部隊名が
示された。列挙された１１の普天間基地に関連する海兵隊部隊の中に
海兵隊中型ヘリ中隊が入っている

国防総省グアム軍事計画報告書（２００８年９月１５日）
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課



38

「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

「再編実施のための日米のロードマップ」では

『約８，０００名の第３海兵機動展開部隊の要員とその家族約９，０００
名は部隊の一体性を維持するような形で２０１４年までに沖縄からグアム
へ移転する。」とされた。

しかしながら、沖縄の海兵隊の家族数が
９，０００人を超えたことは復帰後３８
年間で４年間しかなく、９，０００人は
最大時の人数であり、家族を伴う常駐部隊
はすべてグアムに移転すると考えられる。
普天間に配備されている中ヘリ部隊も常駐

部隊であり、グアムへ移るものとされる。

「再編実施のための日米のロードマップ」（２００６年５月１日）

在沖海兵隊の家族数（推移）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

S47 S52 S57 S62 H4 H9 H14 H19

家族
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

１．「海兵隊のグァム移転が司令部中心というのは間違い。沖縄海兵隊の主要な
部隊が一体的にグァムへ移転する。普天間飛行場の海兵隊ヘリ部隊も含まれる。」

米国海兵隊の軍事態勢（２００９年６月４日）
～米国海兵隊司令官ジェイムズ・コンウェイ大将 報告書～

２００９年６月４日付の米海兵隊総司令官では、

「訓練や施設の要件を調整し、適切に計画・実施されれば、グアムへの移転は
即応能力のある前方態勢を備えた海兵隊戦力を実現し、今後５０年間にわたって
太平洋における米軍の国益に貢献する。」としている。

General James T. Conway
Commandant of the Marine Corps
THE SENATE ARMED SERVICES COMMITTEE ON THE POSTURE OF THE UNITED STATES MARINE CORPS

4 JUNE 2009

Planned and executed properly, this relocation to Guam will result in Marine forces that are combat ready,
forward postured, and value-added to U.S. interests in the Pacific for the next fifty years.

General James T. Conway
Commandant of the Marine Corps
THE SENATE ARMED SERVICES COMMITTEE ON THE POSTURE OF THE UNITED STATES MARINE CORPS

4 JUNE 2009

Planned and executed properly, this relocation to Guam will result in Marine forces that are combat ready,
forward postured, and value-added to U.S. interests in the Pacific for the next fifty years.
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

● ３１MUEは、１年の半分は沖縄にいない。西太平洋の同盟国での
演習に参加している。

タイ
（コブラゴールド演習）

フィリピン
（タロンビジョン演習）

（バリカタン演習）

オーストラリア
（タリスマンセーバー演習）
（サザンフロンティア演習）

グァム
（合同訓練演習）

韓国
（フォールイーグル演習）

太平洋地域
（スプリングパトロール）
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

● ３１MUEは、１年の半分は沖縄にいない。西太平洋の同盟国での
演習に参加している。

● １月から５月の間においては約３ヶ月は、海外演習・訓練に出ていた。
９月下旬から１１月下旬までフィリピンに出ていた。
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「普天間ヘリ部隊のグアム移転の検証について」

宜野湾市 基地渉外課

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

２．「海兵遠征部隊３１MEUが沖縄にいないと台湾や韓国に
１日で展開できないので抑止力の致命傷になる」との主張
は国民をだます嘘である。

● ３１MUEは、１年の半分は沖縄にいない。西太平洋の同盟国での
演習に参加している。

● １月から５月の間においては約３ヶ月は、海外演習・訓練に出ていた。
９月下旬から１１月下旬までフィリピンに出ていた。

● ３１MUEの重要な役割は、西太平洋での米国の同盟国との安全保障
条約を実証するために、合同演習や合同訓練を行うことである。

● ２０１０QDRはグアムを西太平洋地域における安全保障活動のハブ
とする。

※海兵隊によると、３１MUEは例年、韓国やフィリピン、タイなどの各軍との演習や訓練に参加。
隊員たちは佐世保配備の揚陸艦に乗り、１年の半分程度は沖縄を離れて活動しているという。

（2009/0812 四国新聞社）
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【出典】 沖縄の米軍基地 平成２０年３月 沖縄県基地対策課発刊
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【出典】 MARIANA ISLANDS RANGE COMPLEX ENVIRONMENTAL  IMPACT STATEMENT/OVERSEAS

ENVIRONMENTAL  IMPACTSTATEMENT Volume 1 of 2 January 2009 Draft



53

沖縄からグァムへの海兵隊移転と普天間飛行場の危険性除去

宜野湾市 基地渉外課

【出典】 MARIANA ISLANDS RANGE COMPLEX ENVIRONMENTAL  IMPACT STATEMENT/OVERSEAS
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